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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

(2) 連結財政状態

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 664,286 4.4 28,993 967.8 24,503 ― 10,333 ―
26年3月期 636,332 13.3 2,715 ― △1,737 ― △3,289 ―

（注）包括利益 27年3月期 24,274百万円 （―％） 26年3月期 △589百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 50.17 ― 3.6 1.8 4.4
26年3月期 △15.97 ― △1.1 △0.1 0.4

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 410百万円 26年3月期 271百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 1,401,189 300,897 21.5 1,459.79
26年3月期 1,397,277 287,439 20.6 1,394.41

（参考） 自己資本 27年3月期 300,651百万円 26年3月期 287,198百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 100,164 △55,164 △25,650 30,544
26年3月期 65,734 △71,700 2,725 11,109

2. 配当の状況

（注）平成28年3月期の配当については、未定としています。

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
27年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 4,151 39.9 1.4
28年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）損益については、伊方発電所３号機の再稼働時期を見通すことが困難であることなどから、未定としています。
今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 330,000 3.4 ― ― ― ― ― ― ―
通期 680,000 2.4 ― ― ― ― ― ― ―



※ 注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、添付資料の23ページ「５．連結財務諸表 （６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 （ニ）退職給
付に係る会計処理の方法」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

（注）１株当たり当期純利益(連結)の算定上の基礎となる株式数については、添付資料の26ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 223,086,202 株 26年3月期 223,086,202 株
② 期末自己株式数 27年3月期 17,131,003 株 26年3月期 17,122,400 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 205,960,021 株 26年3月期 205,970,366 株

（参考）個別業績の概要

1. 平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

(2) 個別財政状態

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 594,543 4.9 21,687 ― 19,404 ― 9,340 △66.6
26年3月期 566,542 12.8 △4,007 ― △8,117 ― 28,005 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年3月期 45.00 ―
26年3月期 134.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 1,338,671 276,576 20.7 1,332.36
26年3月期 1,334,456 268,505 20.1 1,293.42

（参考） 自己資本 27年3月期 276,576百万円 26年3月期 268,505百万円

2. 平成28年 3月期の個別業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）損益については、伊方発電所３号機の再稼働時期を見通すことが困難であることなどから、未定としています。
今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。

※ 監査手続の実施状況に関する表示
・本資料の発表日現在において、金融商品取引法に基づく監査手続を実施中です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。

なお、業績予想に関する事項については、添付資料の６ページ「２．次期の見通し」をご参照下さい。
・当社は、平成２７年５月８日（金）に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速やか
に当社ホームページに掲載する予定です。

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―
通期 610,000 2.6 ― ― ― ― ― ― ―
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１．経 営 成 績 

Ⅰ．当期の概要 

（１）経 営 成 績 

① 電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年度に比べ ３.０％減の ２６３億９２百万kWhとなりました。 

このうち、電灯は、夏季の低気温による影響等から ３.９％の減となりました。電力は、 

業務用電力が電灯と同様、気温影響等により ４.２％の減となったほか、産業用の大口電力が

０.１％の減となったため、２.５％の減となりました。 

また、融通等は、前年度に比べ ０.５％増の １１億５５百万kWhとなりました。 

この結果、総販売電力量は、前年度に比べ ２.９％減の ２７５億４７百万kWhとなりました。 

 (単位：百万kWh、％)

 ２５年度 
（Ａ） 

２６年度 
（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

電    灯 ９,６１５ ９,２３８ △ ３７７ △ ３.９ 

電    力 

（うち業務用電力） 

（うち大 口 電 力） 

１７,５９９ 

（ ６,１４９）

（ ７,５１１）

１７,１５４ 

（ ５,８８７）

（ ７,５０５）

△ ４４５ 

（△ ２６２） 

（△   ６） 

 △ ２.５ 

（△ ４.２）

（△ ０.１）

電 灯 電 力 計 ２７,２１４ ２６,３９２     △ ８２２ △ ３.０ 

融  通  等 １,１５０ １,１５５     ５ ０.５ 

総販売電力量 ２８,３６４ ２７,５４７ △ ８１７ △ ２.９ 

 

② 電 力 供 給 

水力発受電電力量は、前年度に比べ １２.７％増の ３４億９５百万kWhとなりました。 

また、火力発受電電力量は、総販売電力量の減少や、新エネ購入電力量および水力が増加

したことから、前年度に比べ ６.７％減の ２５２億２４百万kWhとなりました。 

なお、原子力については、伊方発電所の全号機が停止しています。 

(単位：百万kWh、％)

 ２５年度 

（Ａ） 

２６年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

出 水 率  101.4%  114.6%  13.2%   

水   力 ３,１００ ３,４９５ ３９５ １２.７ 

火   力  ２７,０４４ ２５,２２４ △１,８２０  △ ６.７ 

（石   炭） （１７,３５４） （１７,０５０） （△  ３０４） （△ １.７）

（Ｌ Ｎ Ｇ） （ ２,５６６） （ ２,３５８） （△  ２０８） （△ ８.１）

（石 油 ほ か） （ ７,１２４） （ ５,８１６） （△１,３０８） （△１８.４）

新 エ ネ ９８４ １,５４７ ５６３ ５７.２ 
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③ 収   支 
 

営業収益(売上高)は、総販売電力量は減少したものの、前年度実施した電気料金の値上げが
期首から寄与したほか、再生可能エネルギー固定価格買取制度(以下、｢再エネ買取制度｣とい
う。)に基づく賦課金や費用負担調整機関からの交付金の増加などにより、前年度に比べ 
２７９億円(4.4%)増収の ６,６４２億円となりました。 
 
営業費用は、再エネ買取制度に基づく買取費用が増加したものの、総販売電力量の減や火力

発受電単価の低下等により需給関連費(燃料費＋購入電力料)が減少したほか、経営全般にわた
る費用削減に努めたことなどにより、前年度に比べ １６億円(0.3%)増加の ６,３５２億円に
とどまりました。 
 
この結果、営業利益は、２６２億円増益の ２８９億円、支払利息など営業外損益を差引き

後の経常損益は、２６２億円改善の ２４５億円の利益、また、当期純損益は、１３５億円改
善の １０３億円の利益となりました。 

(注)［ ］内は、四国電力単独決算値 

〈参考〉燃料価格の諸元 

石炭ＣＩＦ  108 ＄/  t 93 ＄/  t △ 15 ＄/  t 

原油ＣＩＦ  110 ＄/  b 90 ＄/  b △ 20 ＄/  b 

為替レート 100 円/＄ 110 円/＄ 10 円/＄ 

(単位：億円、％)

 ２５年度 

（Ａ） 
２６年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

営 

業 

収 

益 

電
気
事
業

電 灯 電 力 収 入 5,025 5,150 125  2.5 

融 通 収 入 ほ か 486 639 153 31.4 

小  計 5,511 5,789 278 5.1 

そ の 他 事 業 851 853 2 0.1 

合    計 [5,665]  6,363 [5,945]  6,642 [ 280]    279 [  4.9]     4.4 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

電 

気 

事 

業 

人 件 費 490 493 3  0.7 

需
給
関
連
費

燃 料 費 1,687 1,415 △ 272 △ 16.1 

購入電力料 1,101 1,252 151 13.7 

小  計 2,789 2,668 △ 121 △  4.3 

減 価 償 却 費 569 557 △  12 △  2.0 

修 繕 費 499 505 6 1.3 

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 83 72 △  11 △ 13.5 

そ の 他 費 用 1,115 1,271 156 14.0 

小  計 5,546 5,568 22 0.4 

そ の 他 事 業 789 784 △   5 △  0.7 

合   計 [5,705]  6,336 [5,728]  6,352 [  23]     16 [  0.4]     0.3 

営 業 利 益 又 は 
営  業  損  失  ( △ ) 

[△ 40]     27 [ 216]    289 [ 256]    262 [     -]   967.8 

 支 払 利 息 ほ か 44 44 0 0.9 

経 常 利 益 又 は 
経  常  損  失  ( △ ) 

[△ 81]  △ 17 [ 194]    245 [ 275]    262 [     -]       - 

 渇 水 準 備 金 (取崩)  △ 13 (引当)    16 29 - 

 特 別 利 益 [ 342]    - - - - 

 法 人 税 ほ か 28 125 97 337.8 

当 期 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 ( △ ) 

[  280]  △ 32 [  93]    103 [△187]    135 [△66.6]       - 

【四国電力㈱（9507）平成27年3月期決算短信】

3



 
 

（２）財 政 状 態 

① 資産・負債・純資産 

資産は、減価償却の進捗等により事業用資産が減少したが、現預金が増加したことなどから、

前年度末並みの １兆４,０１１億円となりました。 

 

また、負債は、社債・借入金が減少したことなどから、前年度末に比べ ９６億円減少の １兆 

１,００２億円となりました。 

 

一方、純資産は、当期純利益の確保や円安・株高に伴う評価益の増加などから、前年度末に比

べ １３４億円増加の ３,００８億円となりました｡ 

 

 

(単位：億円)

 
２５年度末 
（Ａ） 

２６年度末 
（Ｂ） 

増    減 
（Ｂ－Ａ） 

資       産 
(うち 事 業 用 資 産) 
(うち 現   預   金) 

１３,９７２ 
( ８,３９８)
(   １１１)

１４,０１１ 
( ８,３２５) 
(   ３４７) 

３９ 
( △  ７３)
(   ２３６)

負       債 
(うち 社債・借入金) 

１１,０９８ 
( ７,３７４)

１１,００２ 
( ７,１１８) 

△  ９６ 
( △ ２５６)

純   資   産 ２,８７４ ３,００８ １３４ 
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② キャッシュ・フロー 

営業キャッシュ・フローは、利益の確保や減価償却による回収などから １,００１億円の収入

となりました。 

 

投資キャッシュ・フローは、伊方発電所に係る安全対策工事などから ５５１億円の支出とな

り、この結果、フリー・キャッシュ・フローは、４５０億円の収入となりました。 

 

また、財務キャッシュ・フローは、社債・借入金を削減したことから ２５６億円の支出とな

り、手元資金が １９４億円増加しました。 
 
 

(注)プラスは収入、△は支出    (単位：億円)

 
２５年度 

（Ａ） 

２６年度 

（Ｂ） 

前 年 差 

（Ｂ－Ａ） 

営業キャッシュ･ 
フロー 

経 常 損 益 △  １７ ２４５  

減 価 償 却 費 ６６２ ６５８  

そ の 他 １２ ９８  

計 ６５７ １,００１ ３４４ 

投資キャッシュ･ 
フロー 

設 備 投 資 △ ７２７ △ ５８９  

投 融 資 ９ ３７  

計 △ ７１７ △ ５５１ １６６ 

フリー・キャッシュ・フロー △  ６０ ４５０ ５１０ 

財務キャッシュ･

フロー 

社債･借入金増減額 ２７ △ ２５６  

自 己 株 式 取 得 額 △   ０ △   ０  

計 ２７ △ ２５６     

手 元 資 金 の 増 減 額 △  ３２ １９４ 

 
 

（３）利 益 配 分 

① 基本方針 
 
   安定的な配当の実施を株主還元の基本とし、業績水準や財務状況、中長期的な事業環境など

を総合的に勘案して判断してまいります。 
 
 
② ２６年度の配当 

 
２６年度の期末配当については、当年度において一定の黒字を確保し、財務状況の悪化に歯

止めをかけることができたことなどを踏まえ、復配することといたしました。 

１株当たり配当金につきましては、伊方発電所３号機の再稼働が実現できていないことや、

毀損した自己資本の回復をはかる必要があることなどを総合的に勘案した結果、２６年度の通

期業績に対する配当金として、２０円といたします。 
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Ⅱ．次期の見通し 

（１）電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年度の夏季が低気温であったことによる反動増などから、前年度に比

べ ０.８％増の ２６６億kWh程度と想定しています。 

また、融通等を加えた総販売電力量は、前年度に比べ ０.１％増の ２７６億kWh程度と想

定しています。 

 
   (単位：億kWh、％)

 ２６年度実績 

（Ａ） 

２７年度予想 

（Ｂ） 

比  較 

前年差(Ｂ－Ａ) 伸び率 

電 灯 ９２.４ ９４.１  １.７  １.８ 

電 力 １７１.５ １７２.１  ０.６  ０.３ 

電 灯 電 力 計 ２６３.９ ２６６.２  ２.３  ０.８ 

融 通 等 １１.６ ９.５ △ ２.１ △１７.０ 

総 販 売 電 力 量 ２７５.５ ２７５.７  ０.２  ０.１ 

 

（２） 業   績 

売上高は、燃料価格の低下により燃料費調整額が減少するものの、再エネ買取制度に基づく

賦課金や交付金の増加などにより、前年度に比べ  約１６０億円増収の ６,８００億円程度と

見込んでいます。 

損益については、伊方発電所３号機の再稼働時期を見通すことが困難であることなどから、

未定としています。今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。 

 
   (単位：億円、％)

 ２６年度実績 

（Ａ） 

２７年度予想 

（Ｂ） 

比  較 

前年差(Ｂ－Ａ) 伸び率 

売 上 高 ６,６４２ ６,８００ １５８ ２.４ 

 

 [前提諸元] 
  

石炭ＣＩＦ (＄/t) ９３  ８５    △    ８ 

原油ＣＩＦ (＄/b) ９０  ６５     △   ２５ 

為替レート (円/$) １１０  １２０  １０ 

 

 

 

（３）配  当 

   中間、期末ともに未定としています。 

   今後、配当予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。 
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Ⅲ．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

自 己 資 本 比 率  ２５.４％ ２３.７％ ２０.６％ ２０.６％ ２１.５％ 

時価ベースの自己資本比率  ３４.２％ ３４.９％ ２０.３％ ２０.６％ ２１.８％ 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率  ４.５ ８.２ ４６.６ １１.２ ７.１ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  １４.７ ８.３ １.７ ６.７ １０.０ 
 

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 
   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 
※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算している。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×自己株式を除く期末発行済株式数により算出している。 
※ 有利子負債は、社債、長期借入金（いずれも１年以内に期限到来のものを含む）、短期借入金およびコマー

シャル・ペーパーを対象としている。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用している。 
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Ⅳ．財政状態および経営成績の分析 
 

（１）財政状態の分析  
◇ 財政状態の推移  ( )内は、対前年度末増減額 (単位：億円)

 ２２年度末 ２３年度末 ２４年度末 ２５年度末 ２６年度末 

資    産 
(△ 33) (△ 47) ( 103) ( 118) (   39)

13,798 13,751 13,854 13,972 14,011

社債・借入金 
(△289) (  140) (  628) (  27) (△256)

6,578 6,718 7,346 7,374 7,118

自 己 資 本 
(△ 90) (△246) (△416) (  22) (  135)

3,511 3,265 2,849 2,871 3,006

自己資本比率 ２５.４％ ２３.７％ ２０.６％ ２０.６％ ２１.５％

有利子負債倍率 １.９倍 ２.１倍 ２.６倍 ２.６倍 ２.４倍 
(注) 有利子負債倍率＝社債・借入金／自己資本 

<資産> 26年度末残高は、22年度末に比べ、再エネ買取制度の交付金収入に係る売掛金の増加

などから、213億円(1.5%)の増加となっています。 

<社債･借入金>  伊方発電所の停止により、23年度以降、営業キャッシュ・フローが悪化したことから、

26年度末残高は、22年度末に比べ  540億円(8.2%)の増加となっています。 

<自己資本>  23～25 年度の純損失の計上により、26 年度末残高は、22 年度末に比べ 505 億円

(△14.4%)の減少となっています。 
 

以上の結果、自己資本比率は、２２年度末の ２５.４％から、２６年度末には ２１.５％に低下しました。 

また、有利子負債倍率は、２２年度末の １.９倍から、２６年度末には ２.４倍に上昇しました。 
    
（２）経営成績の分析  

◇ 経営成績の推移  [ ]内は対前年度増減率 (単位：億円)

 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 
事 業 損 益 

（経常損益＋支払利息） 

[  25.9％] 

579 

[△86.6％] 

77 

[       -] 

△475 

[       -] 

81 

[322.6％] 

344 

当 期 純 損 益 
[   7.1％] 

236 

[       -] 

△ 93 

[       -] 

△428 

[       -] 

△ 32 

[      -] 

103 

総  資  産 
[△ 0.2％] 

13,798 

[△ 0.3％] 

13,751 

[  0.7％] 

13,854 

[  0.9％] 

13,972 

[  0.3％] 

14,011 

自 己 資 本 
[△ 2.5％] 

3,511 

[△ 7.0％] 

3,265 

[△12.7％] 

2,849 

[  0.8％] 

2,871 

[  4.7％] 

3,006 

総 資 産 
利 益 率 

 事業損益  
 ４.２％  ０.６％ △３.４％  ０.６％  ２.５％ 

 総 資 産  
自 己 資 本 

当 期 純 利 益 率 
 ６.６％  △２.８％ △１４.０％  △１.１％  ３.６％ 

 
 

備     考  
東日本大震災 
の影響に伴う 
原子力の稼働減 

原子力全台停止 
原子力全台停止 原子力全台停止

電気料金の値上げ
(25年7・9月) 

電気料金の値上げ
(通期に寄与) 

 

<総資産利益率> 伊方発電所の停止に伴い、２３～２５年度は低水準またはマイナスで推移しましたが、

２６年度は、事業損益(経常損益＋支払利息)が改善し、２.５％に回復しました。 

<自己資本当期純利益率> ２３～２５年度はマイナスで推移しましたが、２６年度は当期純損益が４年ぶりに黒字

転換し、３.６％に回復しました。 
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Ⅴ．事業等のリスク 
 

当社グループの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性のある主なリ

スクには以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、本資料の発表日現在において判断したものです。 

 

（１）経済環境に係るリスク  

① 経済・社会情勢、天候 

当社グループの連結売上高の約９割を占める電気事業において、販売電力量は、経済・社会情

勢や天候による影響を受ける可能性があります。特に冷夏・暖冬となった場合、当社グループの

業績は影響を受ける可能性があります。 

 

② 火力発電用燃料価格の変動 

火力発電用燃料である原油、石炭などの価格は、国際市況や為替相場の動向等により変動しま

すが、燃料価格および為替相場の変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、当社

グループの業績への影響は限定的であると考えております。 

ただし、燃料価格や為替相場が著しく変動した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能

性があります。 

 

③ 金利変動 

当社グループの社債・借入金残高は、平成26年度末で 7,118億円となっており、今後の金利変

動により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

ただし、当社グループの社債・借入金残高の大半は、固定金利に基づく長期資金であることな

どから、金利変動による当社グループの業績への影響は限定的であると考えております。 

 

（２）電気事業を取り巻く環境変化に係るリスク 

① エネルギー政策や電気事業制度の変更 

電気事業については、エネルギー需給に関する基本方針等を定めた「エネルギー基本計画」に

基づく今後の施策、および小売全面自由化や送配電部門の中立性の一層の確保策などからなる電

力システム改革などの動向により、事業環境が変化する可能性があります。 

    こうした政策や制度の見直しに伴い、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
 

② 原子力発電所の再稼働に向けた新規制基準適合性に係る審査および原子力規制の変更 

当社グループは、東京電力福島第一原子力発電所での重大事故を踏まえ、事故直後より、原子

力発電所における緊急安全対策やシビアアクシデント対策を実施するなど、安全性・信頼性の向

上に取り組んでいます。 

こうしたなか、伊方発電所３号機については、平成25年７月に原子力規制委員会が定めた新規

制基準への適合性確認審査に係る申請を行い、以降、早期の再稼働を目指して同委員会における

審査に全力で対応しています。平成27年４月には、これまでの審査内容を反映した原子炉設置変

更許可申請の補正書を同委員会に提出するなど、再稼働に向けたプロセスを進めていますが、今

後の審査の進捗等によっては、代替火力燃料費や安全対策費用の増加などにより、当社グループ

の業績は影響を受ける可能性があります。 

また、今後の原子力発電を巡る規制の変更等によっても、当社グループの業績は影響を受ける

可能性があります。 
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③ 原子燃料サイクルに係る費用等の変動 

   使用済燃料の再処理や放射性廃棄物の処分など原子燃料サイクルに係る費用や、原子力発電施

設の解体費用については、国が定める制度措置等により不確実性が低減されていますが、今後、

制度措置の見直しなどによる将来費用の見積額の変動や再処理施設等の稼働状況などにより、当

社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 

④ 環境規制の強化 

   電気事業においては、原子力発電やＬＮＧ火力発電の導入などを通じて温室効果ガスの削減を

はかっていますが、今後、低炭素社会の実現に向けて環境規制が強化された場合、当社グループ

の業績は影響を受ける可能性があります。 

 

（３）事業活動に係るリスク 

① 設備・操業のトラブル 

電気事業を中心とする当社グループでは、高品質のサービスを提供するため、設備の保守・点

検を着実に実施しています。また、災害リスクを検討し、最新の知見を反映した設備の安全性

確保対策を適宜、適切に実施しています。しかしながら、大規模な地震・津波・台風等の自然

災害のほか、故障、事故等により、設備の損傷や操業トラブルが発生した場合、当社グループ

の業績は影響を受ける可能性があります。 

 

② 電気事業以外の事業 

電気事業以外の事業については、その将来性や収益性を吟味しながら進めていますが、市場環

境の急速な悪化等により、当初見込んでいた収益を確保できない可能性があります。 

 

③ 情報の管理 

当社グループが保有するお客さま情報をはじめ、業務上取扱う重要情報については、情報管理

のルール・体制・システムを整備するとともに、従業員に教育を実施するなど、厳正な管理に努

めていますが、こうした情報が社外へ漏洩した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性

があります。 
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２．企業集団の状況 
 

当社グループは、電気事業のほか、電気通信・情報処理・放送、電気機器等の製造、
電気・機械・土木・建築関係工事の施工、エネルギー・商事・不動産・運輸・サービス
および電気事業に関連する研究開発などの事業を行っており、その概要は次のとおりで
す。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 前連結会計年度まで非連結子会社であった SEP International Netherlands B.V.は、既参画プロジェクトの

進捗により重要性が増したため、当連結会計年度より連結決算の対象会社に追加することとした。 

 

 

 

非連結子会社 関連会社 連結子会社［凡例］

《製造》 

○電力供給用電気機器・電子機器等の製造・販売など 

（※は持分法適用会社）

《研究開発》 

○電力の利用や供給に関する技術、バイオや新素材に関する技術の調査・研究・開発など 

お 

客 

さ 

ま 

㈱四国総合研究所 

《エネルギー・商事・不動産・運輸・サービス》 

○ＬＮＧ貯蔵・気化、海外事業の管理、熱供給、電力利用機器等の販売、ビル賃貸、 

物資輸送、介護サービスなど 

橘火力港湾サービス㈱ 

㈱徳島市高PFIサービス 

三崎ウィンド・パワー㈱ 

㈱宇多津給食サービス 

㈱大川原ウインドファーム 

四国航空㈱ 

㈱よんでんライフケア 

伊方サービス㈱ 
㈱よんでんメディアワークス
頴娃風力発電㈱ 

坂出ＬＮＧ㈱ 

四電ビジネス㈱ 

四電エナジーサービス㈱ 

SEP International 

  Netherlands B.V. 

《建設・エンジニアリング》 

○電気・機械・土木・建築関係工事の調査・設計・施工など 

四電エンジニアリング㈱ 

㈱四電技術コンサルタント 

㈱四電工※ 

四国計測工業㈱ テクノ・サクセス㈱ 四変テック㈱ 

エコ・テック㈱ 

土佐発電㈱ 
電力の販売 

四 国 電 力 ㈱ 

《電気通信・情報処理・放送》 

○個人向け光サービス[ＦＴＴＨ]、有線テレビジョン放送、法人向け通信サービス、 

情報システムサービス、クラウドサービスなど 

㈱ＳＴＮｅｔ ㈱ケーブルメディア四国

ケーブルテレビ徳島㈱ 

（電気事業） 

（情報通信事業） 

（その他） 
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３．経 営 方 針 
 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、「エネルギーを中心として、人々の生活に関わる様々なサービスを高い品質で

提供し続けることにより、快適・安全・安心な暮らしと地域の発展に貢献する」というグループ  

ミッションを掲げており、お客さまから最も信頼されるパートナーとして、エネルギーから情報通

信、ビジネス・生活サポートまで、多様なサービスをワンストップで提供できる「マルチユーティ

リティー企業グループ」への変革・成長をはかってまいります。 

 

 

（２）経営戦略および対処すべき課題 

当社グループにおきましては、伊方発電所の全台停止に伴う影響が長期化するなど、極めて厳し

い経営環境が続くなか、電力需給の安定化に尽力するとともに、経営効率化の着実な実践と追加的

な費用削減等に、グループ一丸となって取り組んでいるところであります。 

一方、電気事業制度に関しましては、平成２７年度からの電力広域的運営推進機関の運営開始に

加え、平成２８年度からの電力小売全面自由化や事業ライセンス制等への移行に向けた詳細検討な

ど、構造的見直しが進められております。 

また、将来における原子力や再生可能エネルギーなどの活用規模の方向性を規定する新たなエネ

ルギーミックスや温室効果ガスの削減目標などにも対応した事業運営が求められております。 

こうしたなか、当社グループは、当面の事業経営の安定化に努めるとともに、今後の成長の実現

を見据えた取り組みを進めることにより、引き続き株主の皆さまをはじめとするステークホルダー

の皆さまの期待にしっかりと応えてまいります。 

 

① 持続的な事業運営を可能とする経営基盤固め 

伊方発電所３号機は、事業経営の安定化と今後の成長において下支えとなる基幹電源であるこ

とから、地域社会のご理解を得ながら、極力早期の再稼働を目指してまいります。同時に、伊方

発電所１号機・２号機につきましても、原子力規制委員会が定めた新規制基準への適合や４０年

運転制限への対応を適切に進めてまいります。 

また、電気事業制度の見直しによる事業環境の変化に先見的かつ主体的に適応していくため、

引き続き労働生産性の向上や調達コストの低減に努めるとともに、発電から小売りに至る電力供

給プロセスの安全・安定的な運営を堅持しながら、お客さまニーズに即したサービスの展開と拡

充に努め、これまで以上に効率性・経済性に優れた事業運営と強じんな経営体質への自律的な転

換をはかってまいります。 
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② 将来の事業成長に向けた取り組み施策の本格始動 

当社グループは、今後想定されるエネルギー分野における環境変化を成長の好機と捉え、電気

事業における域内・域外での電源戦略や市場・販売戦略等についての具体的検討を進め、グルー

プを挙げて、新たな収益機会の創出をはかってまいります。 

また、グループ各社が営むエネルギー事業、情報通信事業、ビジネス・生活サポート事業にお

きましては、各事業が保有する強みや特性を融合することにより、多様化・高度化するお客さま

ニーズにお応えした複合サービスや付加価値の創出に努めてまいります。 

 

市場競争がいかに進展しようとも、お客さまや社会からの信頼は、当社グループが事業活動を持

続的かつ発展的に進めていくうえでの基礎となります。当社グループは、上記の取り組みに加え、

企業倫理や法令遵守の徹底などコンプライアンスの推進や環境保全といったＣＳＲ活動に積極的に

取り組むことにより、引き続き地域社会や株主・投資家の皆さまから、信頼され、評価・選択され

る企業グループを目指してまいります。 

 

 

（３）経営目標 

当社グループのコア事業である電気事業において、原子力発電所の再稼働時期をはじめとして、

流動的な情勢下での事業経営が続いていることから、現時点で定量的な経営目標の設定は行ってお

りません。 

今後、伊方発電所の再稼働が実現するなど、事業運営が正常化し、実効性のある経営目標を掲

げることが可能な状況となった場合には、経営目標を設定してまいります。 

 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 

当社グループの主たる事業は電気事業であることから、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づき、「電気事業

会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成しています。 

国際会計基準(IFRS)については、我が国の適用動向を注視している状況であり、今後の適用に

ついては未定です。 
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

固定資産 1,246,792 1,232,728 

有形及び無形固定資産 839,856 832,515 

水力発電設備 64,293 63,361 

汽力発電設備 74,565 67,015 

原子力発電設備 104,767 103,872 

送電設備 151,313 145,253 

変電設備 86,702 85,006 

配電設備 205,262 204,852 

その他の固定資産 120,816 116,456 

建設仮勘定及び除却仮勘定 32,135 46,696 

核燃料 139,559 141,491 

加工中等核燃料 139,559 141,491 

投資その他の資産 267,375 258,721 

長期投資 56,781 71,780 

使用済燃料再処理等積立金 110,456 104,477 

繰延税金資産 41,865 37,757 

退職給付に係る資産 22,093 13,679 

その他 36,188 31,036 

貸倒引当金 △10 △9 

流動資産 150,485 168,461 

現金及び預金 11,109 34,774 

受取手形及び売掛金 63,969 74,253 

たな卸資産 39,308 34,948 

繰延税金資産 11,774 7,410 

その他 27,218 19,869 

貸倒引当金 △2,894 △2,795 

資産合計 1,397,277 1,401,189 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

固定負債 893,805 909,856 

社債 309,963 339,968 

長期借入金 324,314 303,782 

使用済燃料再処理等引当金 115,575 109,741 

使用済燃料再処理等準備引当金 7,876 8,191 

退職給付に係る負債 22,053 24,066 

資産除去債務 96,296 98,465 

その他 17,726 25,640 

流動負債 213,110 185,875 

1年以内に期限到来の固定負債 78,229 52,304 

短期借入金 18,000 18,000 

コマーシャル・ペーパー 9,000 － 

支払手形及び買掛金 41,099 42,731 

未払税金 8,736 13,409 

その他 58,045 59,430 

特別法上の引当金 2,921 4,560 

渇水準備引当金 2,921 4,560 

負債合計 1,109,837 1,100,291 

純資産の部    

株主資本 272,940 272,458 

資本金 145,551 145,551 

資本剰余金 35,198 35,198 

利益剰余金 133,618 133,148 

自己株式 △41,428 △41,439 

その他の包括利益累計額 14,257 28,192 

その他有価証券評価差額金 4,803 9,038 

繰延ヘッジ損益 6,608 13,218 

為替換算調整勘定 － 2,412 

退職給付に係る調整累計額 2,846 3,522 

少数株主持分 241 246 

純資産合計 287,439 300,897 

負債純資産合計 1,397,277 1,401,189 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年４月１日から 
  平成26年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成26年４月１日から 
  平成27年３月31日まで) 

営業収益 636,332 664,286 

電気事業営業収益 551,148 578,983 

その他事業営業収益 85,184 85,302 

営業費用 633,617 635,292 

電気事業営業費用 554,653 556,858 

その他事業営業費用 78,964 78,433 

売上原価 70,178 69,932 

販売費及び一般管理費 8,785 8,501 

営業利益 2,715 28,993 

営業外収益 5,824 7,213 

受取配当金 615 1,293 

受取利息 2,553 2,410 

有価証券売却益 59 477 

為替差益 976 1,676 

持分法による投資利益 271 410 

その他 1,347 945 

営業外費用 10,277 11,704 

支払利息 9,898 9,983 

有価証券評価損 10 18 

事業整理損 － 1,362 

その他 367 339 

経常利益又は経常損失（△） △1,737 24,503 

渇水準備金引当又は取崩し △1,310 1,638 

渇水準備金引当 － 1,638 

渇水準備引当金取崩し（貸方） △1,310 － 

税金等調整前当期純利益又は 

税金等調整前当期純損失（△） 
△426 22,864 

法人税、住民税及び事業税 721 2,129 

法人税等調整額 2,132 10,395 

法人税等合計 2,853 12,525 

少数株主損益調整前当期純利益又は 

少数株主損益調整前当期純損失（△） 
△3,280 10,339 

少数株主利益 8 5 

当期純利益又は当期純損失（△） △3,289 10,333 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年４月１日から 
 平成26年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成26年４月１日から 
 平成27年３月31日まで) 

少数株主損益調整前当期純利益又は 

少数株主損益調整前当期純損失（△） 
△3,280 10,339 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 284 4,054 

繰延ヘッジ損益 2,398 6,610 

為替換算調整勘定 － 2,412 

退職給付に係る調整額 － 507 

持分法適用会社に対する持分相当額 7 349 

その他の包括利益合計 2,691 13,934 

包括利益 △589 24,274 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △597 24,268 

少数株主に係る包括利益 8 5 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 145,551 35,198 136,908 △41,410 276,248 

会計方針の変更による 
累積的影響額     －   － 

会計方針の変更を反映 
した当期首残高 145,551 35,198 136,908 △41,410 276,248 

当期変動額           

当期純利益又は 
当期純損失（△）     △3,289   △3,289 

自己株式の取得       △18 △18 

自己株式の処分     △0 0 0 

連結範囲の変動     －   － 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △3,289 △18 △3,307 

当期末残高 145,551 35,198 133,618 △41,428 272,940 

 

               

  その他の包括利益累計額 
少数株主 
持 分 

純 資 産 
合 計   

その他有価証券 
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利
益 累 計 額 合 計 

当期首残高 4,511 4,209 － － 8,720 232 285,201 

会計方針の変更による 
累積的影響額             － 

会計方針の変更を反映 
した当期首残高 

4,511 4,209 － － 8,720 232 285,201 

当期変動額               

当期純利益又は 
当期純損失（△）             △3,289 

自己株式の取得             △18 

自己株式の処分             0 

連結範囲の変動             － 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

292 2,398 － 2,846 5,537 8 5,546 

当期変動額合計 292 2,398 － 2,846 5,537 8 2,238 

当期末残高 4,803 6,608 － 2,846 14,257 241 287,439 
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当連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 145,551 35,198 133,618 △41,428 272,940 

会計方針の変更による 
累積的影響額     △11,373   △11,373 

会計方針の変更を反映 
した当期首残高 

145,551 35,198 122,245 △41,428 261,567 

当期変動額           

当期純利益又は 
当期純損失（△）     10,333   10,333 

自己株式の取得       △12 △12 

自己株式の処分     △0 1 0 

連結範囲の変動     568   568 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 10,902 △11 10,890 

当期末残高 145,551 35,198 133,148 △41,439 272,458 

 

               

  その他の包括利益累計額 
少数株主 
持 分 

純 資 産 
合 計   

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益 為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利
益 累 計 額 合 計 

当期首残高 4,803 6,608 － 2,846 14,257 241 287,439 

会計方針の変更による 
累積的影響額             △11,373 

会計方針の変更を反映 
した当期首残高 

4,803 6,608 － 2,846 14,257 241 276,066 

当期変動額               

当期純利益又は 
当期純損失（△）             10,333 

自己株式の取得             △12 

自己株式の処分             0 

連結範囲の変動             568 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

4,234 6,610 2,412 676 13,934 5 13,940 

当期変動額合計 4,234 6,610 2,412 676 13,934 5 24,830 

当期末残高 9,038 13,218 2,412 3,522 28,192 246 300,897 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年４月１日から 
 平成26年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成26年４月１日から 
 平成27年３月31日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は 

税金等調整前当期純損失（△） 
△426 22,864 

減価償却費 66,229 65,851 

原子力発電施設解体費 797 1,753 

固定資産除却損 2,615 2,969 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 818 △1,448 

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） △8,067 △5,834 

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額 

（△は減少） 
302 315 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △141 △99 

渇水準備引当金の増減額（△は減少） △1,310 1,638 

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） 5,690 5,979 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △3,033 △3,497 

売上債権の増減額（△は増加） △12,000 △10,262 

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,218 4,713 

仕入債務の増減額（△は減少） 8,116 1,631 

持分法による投資損益（△は益） △271 △410 

支払利息 9,898 9,983 

その他 10,420 11,031 

小計 73,418 107,178 

利息及び配当金の受取額 3,298 3,832 

利息の支払額 △9,845 △10,029 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,137 △816 

営業活動によるキャッシュ・フロー 65,734 100,164 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

固定資産の取得による支出 △73,372 △59,120 

固定資産の売却による収入 671 214 

投融資による支出 △151 △994 

投融資の回収による収入 1,151 7,675 

定期預金の預入による支出 － △4,230 

定期預金の払戻による収入 － 1,289 

投資活動によるキャッシュ・フロー △71,700 △55,164 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

社債の発行による収入 40,000 40,000 

社債の償還による支出 △20,000 △60,000 

長期借入れによる収入 62,100 19,550 

長期借入金の返済による支出 △44,339 △16,172 

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △35,000 △9,000 

自己株式の取得による支出 △16 △11 

その他 △18 △16 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,725 △25,650 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 10 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,241 19,359 

現金及び現金同等物の期首残高 14,351 11,109 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 74 

現金及び現金同等物の期末残高 11,109 30,544 
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（５）継続企業の前提に関する注記  

該当事項はない。 
 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社  ９社 

非連結子会社 ８社 

連結子会社名及び非連結子会社名は11ページの「企業集団の状況」に記載している。 

連結の範囲から除外した非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金等の規模か

らみて、これらを連結の範囲から除いても、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない。 

  （補足事項） 

    前連結会計年度まで非連結子会社であった SEP International Netherlands B.V.は、既参画プロジェ

クトの進捗により重要性が増したため、当連結会計年度より連結決算の対象会社に追加することとした。 

 

② 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社 １社 

非連結子会社８社及び関連会社９社のうち、関連会社(株)四電工に対する投資について、持分法を適

用している。 

持分法を適用しない関連会社名は11ページの「企業集団の状況」に記載している。 

適用外の非連結子会社８社及び関連会社８社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性がない。 

 

③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、SEP International Netherlands B.V.１社であり、

12月31日を決算日としている。なお、連結財務諸表の作成にあたっては、当該連結子会社の決算日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行うこ

ととしている。 

 

④ 会計処理基準に関する事項 

(ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

a 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･･････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                      （評価差額は全部純資産直入法により処理） 

時価のないもの ･･･････ 移動平均法による原価法 

b たな卸資産 

発電用燃料 ･･･････････････ 総平均法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

未成工事支出金 ･･･････････ 個別法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

その他のたな卸資産 ･･･････ 移動平均法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 
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(ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

a 償却方法 

有形固定資産 ･････････････ 主として定率法 

無形固定資産 ･････････････ 定額法 

b 耐用年数 

法人税法に定める耐用年数 

 

(ﾊ)重要な引当金の計上基準 

a 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき、回収不能見込額を計上している。 

 

b 使用済燃料再処理等引当金 

使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため、原子力発電所の運転に伴い発生し

た使用済燃料のうち、再処理等を行う具体的な計画を有する使用済燃料について、再処理等の

実施に要する費用の見積額を現価方式により計上している。 

平成 17 年度に実施した引当金計上基準の変更に伴い生じた差異(電気事業会計規則附則(平

成 17 年経済産業省令第92 号)第２条に定める金額) 60,327 百万円については、平成17 年度

から 15 年間にわたり各年度均等額を費用計上することとしていたが、再処理等の実施に要す

る費用の見積額が減少したことから、平成20年度に50,927百万円に変更し、変更後の差異金

額残高(38,862 百万円)について、平成 20 年度以降 12 年間にわたり各年度均等額を費用計上

することとしている。当連結会計年度末における差異金額残高は 16,192百万円である。 

また、見積差異については、翌連結会計年度から再処理等を行う具体的な計画を有する使用

済燃料が発生する期間にわたり費用計上することとしている。当連結会計年度末における未認

識の見積差異は 34,630百万円である。 

 
c 使用済燃料再処理等準備引当金 

使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため、原子力発電所の運転に伴い発生し

た使用済燃料のうち、再処理等を行う具体的な計画を有しない使用済燃料について、再処理等

の実施に要する費用の見積額を現価方式により計上している。 

 
d 渇水準備引当金 

渇水による損失に備えるため、電気事業法第36条に定めるところにより、経済産業省令  

(渇水準備引当金に関する省令)に基づき計上している。 
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(ﾆ)退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産に基づいて計上している。なお、退職給付債務の算定

にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、主として

給付算定式基準によっている。 

過去勤務費用は、主として発生連結会計年度に費用処理している。 

数理計算上の差異は、主として発生連結会計年度の翌連結会計年度に一括費用処理している。 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25

号 平成24年５月17日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本

文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めに基づき当連結会計年度より適用し、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法を見直している。具体的には、退職給付見込額の期間帰属方法

をポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残

存勤務期間に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映し

た単一の加重平均割引率へ変更している。退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計

基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及

び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減している。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が 12,994 百万円減少、退職給付に係

る負債が 2,977百万円増加、利益剰余金が 11,373百万円減少している。なお、当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微である。 

 
(ﾎ)重要なヘッジ会計の方法 

実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスク・為替変動

リスク等を回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。 
当該取引に、繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為替予約等について振当処理の要件を満

たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には

特例処理を適用している。 

 

(ﾍ)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、その効果の発現する期間にわたり均等償却することとしている。 

 

(ﾄ)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

 

  

【四国電力㈱（9507）平成27年3月期決算短信】

23



 
 

(ﾁ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

a 原子力発電施設の資産除去債務の費用計上方法 

   「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律｣に規定された特定原子力発電

施設の廃止措置について資産除去債務を計上している。なお、これに対応する除去費用は、

｢資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３

月31日)第８項（特別の法令等により除去に係る費用を適切に計上する方法がある場合）を

適用し、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」（平成元年通商産業省令第30 号）の規

定に従い、費用計上している。 

 

b 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

c 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 

 

（７）追加情報  

（原子力発電設備等に関する電気事業会計規則の変更） 

平成27年３月13日に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」(平成27年経済産業省令第

10 号。以下、「改正省令」という。)が施行され、「電気事業会計規則」が改正されたことに伴い、

原子力発電設備(原子炉の廃止に必要な固定資産、原子炉の運転を廃止した後も維持管理することが

必要な固定資産及び資産除去債務相当資産を除く。)、当該原子力発電設備に係る建設仮勘定及び当

該原子炉に係る核燃料の帳簿価額(処分見込額を除く。)並びに当該原子炉の廃止に伴って生ずる使

用済燃料再処理等費及び当該核燃料の解体に要する費用については、同施行日以降、経済産業大臣

への申請により、原子力廃止関連仮勘定に計上できることとなった。また、原子力廃止関連仮勘定

は、経済産業大臣の承認を受けた日の属する月から、料金回収に応じて、費用計上できることとな

った。この変更は改正省令の定めにより遡及適用は行わない。 

なお、この変更に伴う影響はない。 

 

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第２号）及び「所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布されたことから、当連結会計年度の

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する税率が変更となった。 

この変更により、従来の税率で算定した場合と比べ、繰延税金資産の純額が 2,792百万円減少し、

法人税等調整額が 3,417百万円増加、その他の包括利益累計額が 625百万円増加している。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報） 
 

①報告セグメントの概要 

当社グループは、「電気事業」及び「情報通信事業」を報告セグメントとしている。 
 

②報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一である。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間

の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。 

 

③報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度(平成26年４月1日から平成27年３月31日まで) 

 （単位：百万円） 

 

報告セグメント 
その他 
(注1) 

合 計 
調整額 
(注2) 

連結財務
諸表計上額

(注3) 
電気事業 

情報通信
事 業

計 

売   上   高 

 外部顧客への売上高 578,983 22,722 601,705 62,580 664,286 － 664,286

 
セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,183 9,362 10,545 70,030 80,576 △ 80,576 －

計 580,166 32,084 612,251 132,610 744,862 △ 80,576 664,286

セグメント利益 20,485 3,644 24,130 5,303 29,433 △    439 28,993

セグメント資産 1,322,405 39,285 1,361,690 140,105 1,501,796 △100,606 1,401,189

その他の項目 

 減価償却費 55,876 5,532 61,408 5,970 67,379 △  1,527 65,851

 
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

59,584 8,187 67,772 4,335 72,107 △  2,014 70,093

 
（注）１．「その他」は、業務の種類を勘案して区分した事業セグメントのうち、報告セグメントに含まれてい

ない製造事業、建設・エンジニアリング事業、エネルギー事業、商事業、不動産事業、サービス事業

及び研究開発事業である。 

２．セグメント利益の調整額 △439 百万円、セグメント資産の調整額 △100,606 百万円、減価償却費の

調整額 △1,527 百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 △2,014 百万円は、セグ

メント間取引消去である。 

３．セグメント間取引消去後のセグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致している。 

 

④報告セグメントの変更等に関する事項 

<退職給付に関する会計基準等の適用> 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」

という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 24 年５月

17 日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35 項本文及び退職給付適用指針第

67項本文に掲げられた定めに基づき当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を

見直している。具体的には、退職給付見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更す

るとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から、退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更している。 

なお、この変更により、各事業セグメントにおけるセグメント利益に与える影響は軽微である。 
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（１株当たり情報） 
 

項 目 
前連結会計年度 

(平成25年４月 １日から 
  平成26年３月31日まで)

当連結会計年度 
(平成26年４月 １日から 
  平成27年３月31日まで)

１株当たり純資産額 1,394円 41銭    1,459円 79銭    

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△） 
△ 15円 97銭    50円 17銭    

(注1) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 
(注2) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
前連結会計年度 

(平成25年４月 １日から 
  平成26年３月31日まで)

当連結会計年度 
(平成26年４月 １日から 
  平成27年３月31日まで)

当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) △ 3,289         10,333         

普通株主に帰属しない金額 (百万円) －         －         

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(百万円) △ 3,289       10,333       

普通株式の期中平均株式数 ( 千株 ) 205,970       205,960       

 

 

（重要な後発事象） 
 

該当事項はない。 

 

 

（開示の省略） 
 

未適用の会計基準等、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計

算書、連結キャッシュ・フロー計算書、リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、

税効果会計、資産除去債務、セグメント情報の関連情報等、関連当事者情報に関する注記事項については、

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略している。 
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

固定資産 1,220,055 1,209,393 

電気事業固定資産 736,027 717,437 

水力発電設備 66,189 65,305 

汽力発電設備 76,463 68,837 

原子力発電設備 107,860 107,502 

内燃力発電設備 463 494 

新エネルギー等発電設備 673 550 

送電設備 152,754 146,613 

変電設備 88,896 87,238 

配電設備 211,847 211,323 

業務設備 29,625 28,409 

貸付設備 1,253 1,162 

附帯事業固定資産 3,521 3,363 

事業外固定資産 316 385 

固定資産仮勘定 30,710 43,649 

建設仮勘定 30,638 43,357 

除却仮勘定 71 292 

核燃料 139,559 141,491 

加工中等核燃料 139,559 141,491 

投資その他の資産 309,919 303,066 

長期投資 54,979 61,677 

関係会社長期投資 88,865 92,700 

使用済燃料再処理等積立金 110,456 104,477 

長期前払費用 2,880 3,456 

前払年金費用 18,778 9,751 

繰延税金資産 34,027 31,062 

貸倒引当金 △68 △58 

流動資産 114,400 129,277 

現金及び預金 10,399 29,462 

売掛金 44,081 53,073 

諸未収入金 9,002 2,426 

貯蔵品 31,357 27,522 

前払費用 271 537 

関係会社短期債権 9,867 11,947 

繰延税金資産 9,823 5,518 

雑流動資産 2,239 1,375 

貸倒引当金 △2,642 △2,585 

資産合計 1,334,456 1,338,671 

 

【四国電力㈱（9507）平成27年3月期決算短信】

27



 

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

固定負債 872,137 886,335 

社債 309,963 339,968 

長期借入金 320,314 298,982 

長期未払債務 6,007 5,253 

退職給付引当金 12,860 13,737 

使用済燃料再処理等引当金 115,575 109,741 

使用済燃料再処理等準備引当金 7,876 8,191 

資産除去債務 96,296 98,465 

雑固定負債 3,243 11,995 

流動負債 190,892 171,199 

1年以内に期限到来の固定負債 76,597 50,807 

短期借入金 18,000 18,000 

コマーシャル・ペーパー 9,000 － 

買掛金 24,091 25,551 

未払金 9,554 9,189 

未払費用 18,397 19,965 

未払税金 7,027 10,342 

預り金 1,423 1,700 

関係会社短期債務 24,776 31,768 

諸前受金 1,702 3,727 

雑流動負債 320 146 

特別法上の引当金 2,921 4,560 

渇水準備引当金 2,921 4,560 

負債合計 1,065,950 1,062,094 

純資産の部    

株主資本 257,189 256,804 

資本金 145,551 145,551 

資本剰余金 35,198 35,198 

資本準備金 35,198 35,198 

利益剰余金 114,653 114,280 

利益準備金 32,819 32,819 

その他利益剰余金 81,834 81,461 

海外投資等損失準備金 10 11 

繰越利益剰余金 81,823 81,450 

自己株式 △38,214 △38,225 

評価・換算差額等 11,316 19,771 

その他有価証券評価差額金 4,708 6,552 

繰延ヘッジ損益 6,608 13,218 

純資産合計 268,505 276,576 

負債純資産合計 1,334,456 1,338,671 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年４月１日から 
 平成26年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成26年４月１日から 
 平成27年３月31日まで) 

営業収益 566,542 594,543 

電気事業営業収益 552,323 580,166 

電灯料 212,706 213,345 

電力料 289,794 301,724 

地帯間販売電力料 7,846 9,020 

他社販売電力料 8,477 6,482 

託送収益 2,976 3,304 

事業者間精算収益 2,311 2,257 

再エネ特措法交付金 23,097 39,448 

電気事業雑収益 4,782 4,223 

貸付設備収益 330 360 

附帯事業営業収益 14,219 14,376 

ガス供給事業営業収益 9,437 9,691 

熱供給事業営業収益 1,233 1,084 

電気温水器賃貸事業営業収益 1,902 1,848 

情報通信事業営業収益 1,069 1,098 

その他附帯事業営業収益 575 653 

営業費用 570,550 572,855 

電気事業営業費用 557,398 559,680 

水力発電費 12,003 12,336 

汽力発電費 208,060 181,345 

原子力発電費 59,454 64,242 

内燃力発電費 198 191 

新エネルギー等発電費 137 161 

地帯間購入電力料 584 471 

他社購入電力料 109,599 124,798 

送電費 32,473 30,154 

変電費 14,750 15,903 

配電費 46,738 50,657 

販売費 18,978 19,460 

貸付設備費 282 223 

一般管理費 29,944 27,338 

再エネ特措法納付金 8,498 16,913 

電源開発促進税 10,239 9,965 

事業税 5,703 5,771 

電力費振替勘定（貸方） △251 △255 

附帯事業営業費用 13,151 13,175 

ガス供給事業営業費用 10,273 10,128 

熱供給事業営業費用 792 892 

電気温水器賃貸事業営業費用 798 797 

情報通信事業営業費用 659 651 

その他附帯事業営業費用 628 705 

営業利益又は営業損失（△） △4,007 21,687 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年４月１日から 
 平成26年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成26年４月１日から 
 平成27年３月31日まで) 

営業外収益 6,119 7,953 

財務収益 4,831 5,936 

受取配当金 1,778 2,916 

受取利息 3,052 3,019 

事業外収益 1,288 2,016 

固定資産売却益 76 39 

有価証券売却益 59 0 

為替差益 976 1,680 

雑収益 175 297 

営業外費用 10,229 10,236 

財務費用 10,039 10,080 

支払利息 9,903 9,946 

社債発行費 136 134 

事業外費用 189 156 

固定資産売却損 6 34 

有価証券評価損 2 18 

雑損失 181 103 

当期経常収益合計 572,662 602,496 

当期経常費用合計 580,779 583,092 

経常利益又は経常損失（△） △8,117 19,404 

渇水準備金引当又は取崩し △1,310 1,638 

渇水準備金引当 － 1,638 

渇水準備引当金取崩し（貸方） △1,310 － 

特別利益 34,203 － 

特別配当金 34,203 － 

税引前当期純利益 27,396 17,765 

法人税、住民税及び事業税 △1,724 △162 

法人税等調整額 1,115 8,587 

法人税等合計 △608 8,425 

当期純利益 28,005 9,340 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合 計 

  

資 本 
準 備 金 

資 本 
剰 余 金 
合 計 

利 益 
準 備 金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰 余 金 
合 計   

海外投資 
等 損 失 
準 備 金 

別 途 
積 立 金 

繰越利益
剰 余 金 

当期首残高 145,551 35,198 35,198 32,819 7 49,000 4,822 86,648 △38,197 229,201 

会計方針の変更に
よる累積的影響額             － －   － 

会計方針の変更を反
映した当期首残高 

145,551 35,198 35,198 32,819 7 49,000 4,822 86,648 △38,197 229,201 

当期変動額                     

海外投資等損失 
準備金の積立         3   △3 －   － 

別途積立金の取崩           △49,000 49,000 －   － 

当期純利益             28,005 28,005   28,005 

自己株式の取得                 △17 △17 

自己株式の処分             △0 △0 0 0 

株主資本以外の 
項目の当期変動 
額（純額） 

                    

当期変動額合計 － － － － 3 △49,000 77,001 28,005 △16 27,988 

当期末残高 145,551 35,198 35,198 32,819 10 － 81,823 114,653 △38,214 257,189 

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 
損 益 

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

当期首残高 4,433 4,209 8,643 237,844 

会計方針の変更に
よる累積的影響額       － 

会計方針の変更を反
映した当期首残高 4,433 4,209 8,643 237,844 

当期変動額         

海外投資等損失 
準備金の積立       － 

別途積立金の取崩       － 

当期純利益       28,005 

自己株式の取得       △17 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の 
項目の当期変動 
額（純額） 

274 2,398 2,672 2,672 

当期変動額合計 274 2,398 2,672 30,660 

当期末残高 4,708 6,608 11,316 268,505 
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当事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合 計 

  

資 本 
準 備 金 

資 本 
剰 余 金 
合 計 

利 益 
準 備 金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰 余 金 
合 計   

海外投資 
等 損 失 
準 備 金 

別 途 
積 立 金 

繰越利益
剰 余 金 

当期首残高 145,551 35,198 35,198 32,819 10 － 81,823 114,653 △38,214 257,189 

会計方針の変更に
よる累積的影響額             △9,712 △9,712   △9,712 

会計方針の変更を反
映した当期首残高 145,551 35,198 35,198 32,819 10 － 72,110 104,940 △38,214 247,476 

当期変動額                     

海外投資等損失 
準備金の積立         0   △0 －   － 

別途積立金の取崩           － － －   － 

当期純利益             9,340 9,340   9,340 

自己株式の取得                 △12 △12 

自己株式の処分             △0 △0 1 0 

株主資本以外の 
項目の当期変動 
額（純額） 

                    

当期変動額合計 － － － － 0 － 9,339 9,340 △11 9,328 

当期末残高 145,551 35,198 35,198 32,819 11 － 81,450 114,280 △38,225 256,804 

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 
損 益 

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

当期首残高 4,708 6,608 11,316 268,505 

会計方針の変更に
よる累積的影響額       △9,712 

会計方針の変更を反
映した当期首残高 

4,708 6,608 11,316 258,792 

当期変動額         

海外投資等損失 
準備金の積立       － 

別途積立金の取崩       － 

当期純利益       9,340 

自己株式の取得       △12 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の 
項目の当期変動 
額（純額） 

1,844 6,610 8,455 8,455 

当期変動額合計 1,844 6,610 8,455 17,784 

当期末残高 6,552 13,218 19,771 276,576 
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